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問題意識と先行研究問題意識と先行研究



出所： 平成21年度 年次経済財政報告より引用



先行研究（世帯所得格差について）

・小塩(2006)
デ タ 所得再分配調査の当初所得（退職金を加算）データ：所得再分配調査の当初所得（退職金を加算）
結果 ①1983 年から2001 年にかけての所得格差拡大
の50 9 ％が人口の高齢化の50.9 ％が人口の高齢化

結果 ②各年齢階層内の格差拡大の40.7 ％が世帯規
模の縮小化模

・大竹(2005)
データ：全国消費実態調査の世帯主が25 歳以上で2 人
以上世帯の等価所得データ

結果 年から 年までの格差拡大は年齢構成結果 1984 年から1999 年までの格差拡大は年齢構成
比の変化（人口の高齢化）によってほとんど説明され
るる



大石(2006)

データ：所得再分配調査の等価再分配所得

結果 1986 年から2001 年にかけての格差拡大結果 1986 年から2001 年にかけての格差拡大

要因は、主として人口年齢構成の高齢化や
単身 帯 増 帯構成変 あ単身世帯の増加といった世帯構成変化にあ
る。 2000 年代に入って現役世代における年

齢階層内格差もより大きく寄与することになっ
たた



橘木・浦川(2006)橘木 浦川(2006)

データ：所得再分配調査の等価可処分所得

結 年 年 世帯主 各就結果１ 1995 年から1998 年は、世帯主の各就

業形態内でのグループ内格差の拡大が主に業形態内 グ 内格差 拡大
世帯所得格差を拡大させている。

結果２ 1998 年から2001 年にかけては 世帯結果２ 1998 年から2001 年にかけては、世帯

主の就業形態の変化と世帯主の各就業グ
プ間格差（官公 大企業 自営業 年ループ間格差（官公、大企業ＶＳ自営業、1 年

未満の雇用契約など）が拡大したことが世帯
所得格差を拡大させたこと。



Moriguchi and Saez (2008) 

データ『税務統計』1886 年～2005 年
結果結果
所得上位１％所得シェア： ・・・・8％で安定的に推移

→ ％に（ 年以降上昇）→ 9.2 ％に（1995年以降上昇）

上位１～４％所得シェア： ・・・・12～14％で安定的に推移

年 降→16.1 ％に（1995年以降上昇）

1995 年度以降の上昇は、メインバンク制度や株式の持ち
合い、終身雇用制度への圧力、所得税や商法改正の実施
などの構造的な変化が同時に起こ ていることに関係してなどの構造的な変化が同時に起こっていることに関係して
いる



問題意識問題意識

先行研究で、明らかにされていないことは、

人口の高齢化が具体的にどのようなものか。

・現役世代（60歳未満）での高齢化の進展か。

・引退世代（60歳以上）の人口割合の増加か。



主要な結論
（2人以上世帯の等価所得で分析）

2 人以上世帯の所得格差拡大の要因2 人以上世帯の所得格差拡大の要因
89-94年,  94-99年

歳以上（引退世代）世帯割合の増加・60歳以上（引退世代）世帯割合の増加
・特に、非就業者世帯割合が増加したこと
99-04年
・世帯主の各年齢階層内の格差拡大が要因

60歳未満の現役世帯の格差拡大要因(94-04年)
・世帯主の各年齢層のグループ内格差の拡
大が主な要因



使用するデータ
『全国消費実態調査』（匿名の個票データ）

査年 前年 査年 ま 年 次調査年の前年12 月から調査年の11 月までの一年間の次の
源泉からなる所得

①勤め先からの年間収入①勤め先からの年間収入、
②農林漁業収入
③農林漁業以外の事業収入③農林漁業以外 事業収入
④内職などの事業収入
⑤家賃地代の年間収入
⑥公的年金・恩給
⑦企業年金個人年金受取
⑧利子 配当金⑧利子・配当金
⑨親族などからの仕送り金
⑩その他の年間収入⑩その他の年間収入



『全国消費実態調査』匿名データ

2人以上世帯サンプル
1989 44537
1994 446871994 44687
1999 44540
2004 43861

乗率を考慮して、所得格差指標を推計し、
その要因分解を行 ているその要因分解を行っている。



推計結果



2人以上世帯 1989 1994 1999 20042人以上世帯 1989 1994 1999 2004
全体 ジニ係数 0.279 0.280 0.281 0.287

*90/10 3.478 3.550 3.652 3.674
*90/50 1.899 1.895 1.921 1.936
*50/10 1.831 1.873 1.901 1.897
対数分散 0 271 0 281 0 294 0 303対数分散 0.271 0.281 0.294 0.303
MLD 0.133 0.134 0.137 0.143
貧困率 0 062 0 070 0 073 0 086貧困率 0.062 0.070 0.073 0.086

15-29歳 ジニ係数 0.231 0.233 0.245 0.265
*90/10 2.776 2.837 3.011 3.435
*90/50 1.746 1.791 1.806 1.943
*50/10 1.590 1.584 1.668 1.768
対数分散 0 175 0 183 0 207 0 272対数分散 0.175 0.183 0.207 0.272
MLD 0.087 0.089 0.101 0.120
貧困率 0 016 0 025 0 028 0 055貧困率 0.016 0.025 0.028 0.055



2人以上世帯 1989 1994 1999 2004
30-44歳 ジニ係数 0.229 0.227 0.232 0.238

*90/10 2.762 2.750 2.853 2.975
*90/50 1.680 1.672 1.672 1.707
*50/10 1.644 1.645 1.706 1.74350/ 0 .644 .645 .706 .743
対数分散 0.182 0.181 0.201 0.218
MLD 0.090 0.088 0.094 0.100
貧困率 0 033 0 038 0 044 0 065貧困率 0.033 0.038 0.044 0.065

45-59歳 ジニ係数 0.261 0.257 0.259 0.268
*90/10 3.326 3.358 3.479 3.538
*90/50 1 739 1 736 1 748 1 770*90/50 1.739 1.736 1.748 1.770
*50/10 1.913 1.934 1.990 1.999
対数分散 0.261 0.262 0.277 0.288
MLD 0 120 0 118 0 121 0 129MLD 0.120 0.118 0.121 0.129
貧困率 0.082 0.086 0.090 0.098

60歳以上 ジニ係数 0.330 0.324 0.306 0.305
90/10 4 259 4 163 3 887 3 721*90/10 4.259 4.163 3.887 3.721

*90/50 2.140 2.133 2.078 2.020
*50/10 1.990 1.951 1.871 1.842
対数分散 0.370 0.365 0.334 0.325
MLD 0.186 0.180 0.162 0.161
貧困率 0.080 0.073 0.068 0.080



所得格差拡大の要因分解の方法
Mookherjee and Shorrocks（1982）に依拠

• 平均対数偏差（Mean log deviation: MLD）
μ ：平均所得μ ：平均所得

Xia  ： グループaのiの所得 nはサンプル数



グループ内 構成比 構成比 グループ間グ 構成 構成 グ 間



2人以上世帯所得格差拡大に
ついての要因分解



①2人以上世帯の世帯主の年齢別要因分解の結果



含意含意

年 年 世帯主 高齢 が• 94年から99年は世帯主の高齢化が要因

• 99年から04年は、各年齢グループ内（現役世
代）の所得格差拡大が要因代）の所得格差拡大が要因

⇒ 高齢化の中身は何なのか

世帯主 年齢を 現役世代（ 歳未満）と引退世帯主の年齢を、現役世代（59歳未満）と引退
世代（60歳以上）に分けて分析



② 2人以上世帯の世帯主の年齢就業別要因分解の結果



含意含意
高齢化による格差拡大とは

94年から99年は引退世代割合の増加

• 特に、非就業者世帯割合の増加が格差拡
大に寄与大に寄与

現役世代（59歳未満）の格差拡大は 高齢化と現役世代（59歳未満）の格差拡大は、高齢化と
関係あるのか？



１５－５９歳2人以上世帯所得に
ついて要因分解



③15－59歳の2人以上世帯の所得格差の要因分解



含意含意
１５－５９歳の格差拡大（９４－２００４）は歳の格差拡大（ ）は

各年齢階層内 グ プ内格差 拡大各年齢階層内のグループ内格差の拡大。

高齢化の影響はほとんどない。



結論
（2 人以上世帯の等価所得による格差拡大の要因）（2 人以上世帯の等価所得による格差拡大の要因）

①所得格差拡大の要因 （高齢化の中身を検討）（高齢化の中身を検討）
89-94年,  94-99年
・60歳以上の引退世代の世帯割合の増加
・特に、非就業者世帯割合の増加
99-04年
世帯主 各年齢階層内 格差拡大が・世帯主の各年齢階層内の格差拡大が要因

（先行研究と同様の結果）

②60歳未満の現役世帯の格差拡大要因(94-04年)
世帯主の各年齢層のグル プ内格差の拡大が主な要・世帯主の各年齢層のグループ内格差の拡大が主な要

因： → 高齢化の影響はほとんどない
：現役世帯は格差拡大社会の影響を実感：現役世帯は格差拡大社会の影響を実感


